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Ⅲ 地域防災力の向上と危機対応力の強化 

Ⅲ-１ 自助・共助の推進  ３億2,391万円（３億1,937万円） 

令和５年は、横浜市域の建物被害や土砂災害、延焼火災等がいずれも東京を上回っ

たと言われる関東大震災から100年です。震災の記憶を風化させないため、防災体験

や学習を通じて震災の教訓を継承していくとともに、市民、事業者の災害への備えや

地域の防災活動の促進を図るなど、「自助」・「共助」をさらに推進します。 

併せて、近年大きな被害をもたらしている台風・大雨に対しても、一人ひとりが適

切に避難できるよう、マイ・タイムラインの周知啓発や作成支援を強化し、風水害時

の「逃げ遅れゼロ」を目指します。 

○地域の防災担い手育成事業           2,205万円（1,605万円） 

町の防災組織のメンバーや地域防災拠点運営委員を対象とした研修を通じて、地

域防災の担い手を育成します。 

また、マイ・タイムラインの作成を促進するため、風水害の危険性がある地域に

お住まいの方に対する研修を拡充するなど、関係区局と連携して地域防災活動を支

援します。 

具体的には、区連会等を通じて各地域に働きかけた結果、防災活動に積極的に取

り組む自治会・町内会等が増加していることを踏まえ、地域によって異なる災害リ

スクに応じた専門のアドバイザーを派遣するなど、防災・減災活動を支援します。 

さらに、自助・共助の中核施設である横浜市民防災センターと連携し、小学校向

け防災体験ツアーを拡充する等、将来の横浜の防災を担う子どもたちに対して防災

意識の向上を推進します。 

【参考】マイ・タイムラインの周知活動の実施数（中期計画2022～2025の施策指標） 

891団体（令和３年度） → 2,800団体（４か年目標値） 

マイ・タイムライン 小学校向け防災体験ツアーの様子 

（横浜市民防災センター内） 
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横浜市の危機対処計画のホームページ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/bousai-kyukyu-bohan/bousai-

saigai/bosaikeikaku/keikaku/ 

○危機対処・防災訓練事業  1,639万円（1,386万円） 

横浜市総合防災訓練（九都県市合同防災訓練）、 

「防災とボランティアの日」防災訓練（図上訓練）等、

関係機関と連携した各種訓練を実施し、あらゆる災

害に備えます。 

○繁華街安心カメラ運用事業            6,694万円（6,519万円） 

  市内都心部の主要繁華街５地区において、災害等の緊急事態への対処及び予防並

びに犯罪の抑止に活用することを目的として設置した繁華街安心カメラの維持管

理を行います。 

○危機対処計画等修正検討事業             142万円（148万円） 

  直近の災害や危機事案、法令改正などを踏まえ、横浜市防災計画をはじめ各種危

機対処計画を修正し、様々な危機に備えます。 

  【参考】 

総合防災訓練の様子 
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